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研究成果の概要（和文）： 本研究は東日本大震災により被災した世帯の生活困窮に注目するものである。質問紙調査
およびインタビュー調査（いわき市・釜石市等）から、この生活困窮は各個人や世帯の生活問題（医療、介護、移動、
仕事など）が含まれる複雑な要素から構成されていることを示した。
 本調査は被災の深度のみならず、個人や世帯の被災前後の詳細な状況を明らかにし、災害によっていっそう顕在化さ
れる障害、高齢、母子、貧困世帯への影響に注意を払う必要があることを指摘した。さらに、震災以前から存在する社
会保障制度の欠陥や矛盾を問う必要性をあらためて示した。

研究成果の概要（英文）： This research project notices the hardship coursed by the Great East Japan 
Earthquake. This hardship includes several complex elements, such as complications with physical and 
mental healthcare, handicap accessibility, getting jobs, and so on. This information was gathered through 
surveys and interviews conducted in Iwaki-City and Kamaishi-city.
 Our research reveals the details of the lives of individuals and households before and after the 
disaster as well as depth of the suffering. It is important to mention that affects on the elderly, 
disabled, single parents families and impoverished were much more significant. And it is necessary to 
think defects and contradictions of the social security system have existed since before the disaster was 
generated.
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１．研究開始当初の背景 
東日本大震災及び福島原発事故の発生か

ら 2年目の段階で、報道数の減少に象徴的に
みられるように、被害を受けた地域・人、避
難を続けている人たちへの社会的関心はす
でに失われつつあり、生活困難を抱えている
人の問題は、見えにくくなっていた。 
社会科学的な災害研究の知見によれば、災

害という加害力が作用した結果として起き
る影響の大きさは、個々人のリスクに対する
「脆弱性」（社会階層、社会経済的地位、職
業、身分差別、人種、性差、障害の有無、健
康状態、年齢差、移民の資格、属しているネ
ットワークの質と大きさ）によって異なり、
脆弱性が大きいことは災害発生直後の被害
を深刻なものにするだけでなく、長期的な暮
らしの再建を困難とし、次に発生する災害に
対しても人々をさらに脆弱にすることが指
摘されている（Wisner.B.et al.,2004=2010）。
また、阪神・淡路大震災時の多くの仮設・復
興住宅の調査が明らかにしてきたのは、時間
の経過とともに、被災者が抱える問題が見え
にくくなっていくことであった（額田 1999、
田中 2006）。 
 
２．研究の目的 
本研究は、東日本大震災発生後の日本社会

における人々の生活実態と、社会保障制度を
はじめとした公的支援の在り方を検討する
ものである。まず、①被災者のなかでも、災
害リスクに対する脆弱性が高い「社会的弱
者」に着目し、短期的・中長期的な災害の影
響について、質的・量的な独自調査を実施す
ることで明らかにする。さらに、②被災者の
生活再建の土台となる社会保障制度を中心
とした諸制度が、災害というリスクに対して
どのように機能したか、生活再建に効果的で
あったかを検討する。その際、震災前の平常
時から抱えていた問題とその対策との関係
に着目し、被害を受けた前後の断絶を生じさ
せない、平常時の生活支援制度のあり方を提
言することを目的とした。 
 
３．研究の方法 
(1)対象と方法 
まず、本研究の対象となる「被災者」とは、

目に見える被害を受けた人々、あるいはもっ
と狭義に罹災証明を受けた者だけに限定し
ない。林春男は、災害により日常生活に何ら
かの変化が生じ困っている人々や、災害によ
るショックで恐怖心を抱いた人々について
も被災者であると指摘する。本研究では、林
の定義に場所的限定を加え、震災当時、東北
3 県（岩手県、宮城県、福島県）に居住し、
震災による死亡や障害、住宅の損壊を伴うよ
うな被害を受けていなくとも、日常生活や心
理面で何らかの影響を受けた人々で構成さ
れる世帯を被災世帯ととらえ、調査の対象と
する。 
 また、本研究でいう「公的支援」とは、第

一には、平常時・災害時含めた政府による社
会保障給付を念頭に置いているが、人々の生
活を成り立たせる資源・支援には親族や地域
社会によるもの、NPO の活動など「非公的」、
あるいは「準公的」なものもある。被災者の
生活の全般に目配りをするためには、公的支
援を含めた地域で利用できる複数の資源に
着目することが必要とされる。 
本研究の主な調査対象地は、岩手県沿岸部

と福島県いわき市である。調査研究をすすめ
るなかで、対象者への接近可能性という要素
が大きく作用し、結果として地域をこの二か
所に絞ることになった。ただ、東日本大震災
の特徴はその被害の広域性にあり、地域特性
に応じてその問題の現れ方は異なっている
（中澤 2012）。二箇所を対象とすることで、
災害による影響のさまざまなあり様を深く
捉えつつ比較することができると考える。 
岩手県沿岸部は、特に津波被害による影響

が顕著な地域であり、土地の整備に時間がか
かり人口流出が懸念されている。一方でいわ
き市は津波被災者、原発避難者が混在してお
り、移住者の流入を経験している地域でもあ
る。こうした二地域を調査地とすることで、
東日本大震災の中長期的な影響を単純化せ
ずに捉えることができるだろう。 
 
(2)視座 
 本研究では、生活困窮を経済的貧困の要因
について、阿部彩（2007）の視座を用いて明
らかにする。この視座は、被災後の生活困窮
は、被災前の生活困窮と重なり合うかたちで
生じていると捉えるものである。また、生活
の困窮が経済的貧困という側面に限定され
ず、物質的欠乏、住宅の不備、社会制度の利
用状況、社会とのつながりの欠如、社会制度
からの排除など複層的な要因が重なりあっ
ているものとしてみるものである。 
 また分析に際して、ワイズナーの「アクセ
ス・モデル」を用いる。ワイズナーは、災害
に対する脆弱性を「自然の加害性の力が非日
常的な大きさで作用する場合，それを予測し
て対応する行動を取り、対処あるいは対抗し、
その後、回復するために必要な人ならびにそ
のグループの能力」と定義する(Wisner 
2004=2010: 29)。 
 この脆弱性を分析するために、脆弱性が増
減する因果関係と、生活を維持するために必
要な資源にアクセスするまでの（あるいはア
クセスできない）過程を動的にとらえる、「ア
クセス・モデル」を提唱している。すなわち、
災害による脆弱性は、災害が直接の原因とな
っている要素だけでなく、一見無関係にみえ
る要素によっても増減する。脆弱性が増減す
るのはどのような原因によるものなのか、そ
してどのような過程で進行するのか、それら
の問に対して、資源へのアクセスの諸側面を
災害前後という連続性のなかで分析する方
法である(Wisner 2004=2010: 55-104)。こう
した災害の脆弱性分析を簡便化したものと



して、被害を受け易いと想定される集団（貧
困層、女性、子ども、高齢者、障害者、社会
的マイノリティ層）が災害の前後で利用でき
る経済的、心理的・社会的、地理的資源の増
減を測るという方法があり得る(Wisner et 
al. 1993)。 
 対象とした属性の人たちが「災害後」をど
う生きるかを、どういった資源を用いて現段
階まで「再建」してきたのかに注目しながら
記述し、事例比較していく作業から始める。
調査の特長は、一時点ではなく、何回かの時
点で話を聞くことで、変化を見ていくことが
できる。 
 本研究において質問紙的調査と同時に、イ
ンタビューという方法を用いるのは、第一に、
質問紙調査などの量的調査では、社会的少数
集団に属する脆弱性の高い人々が有する問
題が数として現れにくいためである。脆弱性
の高い人々へアプローチするには個別の事
例にあたることが必要不可欠である。第二に、
仮説にもとづき検証するといった、演繹的方
法を用いるためのデータが蓄積されていな
いことがある。林春男・重川希志依（1997）
は、災害発生後から復興までの「災害過程」
についての理解が不十分であることを指摘
する。脆弱性の高い被災者のそれについては
なおさらであろう。以上より、平常時から脆
弱性の高い人々の多様な経験の記述を積み
重ねることにより、かれらの生活再建までの
「災害過程」を明らかにする。 
 
４．研究成果 
本研究チームは、震災発生 1 年後の 2012

年度から東北沿岸部の被災地に入り、脆弱性
をもつ世帯(高齢・障害・母子・生活保護受
給世帯）及びかれらを支援する団体・機関へ
のインタビュー調査を実施してきた。とくに
岩手県沿岸部における調査から、「社会的弱
者」層が、経済的資源、医療・介護資源や親
族ネットワークなど、公的／私的な複数の資
源に同時にアクセスできないことが、住宅の
再建、求職活動や介護・医療サービスの確保
を困難にしていたことを明らかにした。また、
災害による地域インフラの変化に直面する
と、日常生活上必要な「移動」に制約を受け
やすく、そのことがさらに、さまざまな資源
へのアクセスを難しくしている問題を指摘
した。自身の加齢や障害と地域経済の復興の
遅れ等、複数の要因から失業状態が継続して
いる被災者など、直接的にも間接的にも被災
の影響を受け続けている状況が浮かび上が
っている（田宮・土屋・井口・岩永 2013）。 
 また、福島県いわき市内に在住する全津波
被災者（罹災証明を受け仮設住宅に居住する
人）を対象とする質問紙調査を実施した。こ
こから、要介護者のいる世帯や母子世帯、生
活保護受給世帯の割合が比較的高く、脆弱性
をもつ世帯が仮設住宅に長期間とどまる傾
向があること、住宅インフラの整備の遅れや
世帯の経済事情により、多人数世帯が被災後

に小規模化する傾向があること、高齢者層だ
けでなく、中壮年男性単身世帯において複合
的な脆弱性がみられ、仮設入居が長期化して
いる傾向があること等を明らかにした（（東
日本大震災後の生活再建支援研究グループ  
2014）。 
このように、生活困窮の原因には複数の要

素が混在しており、被災の深度だけでなく、
各個人・世帯の被災前の生活問題が被災後の
生活に影響を及ぼしている。つまり、被災の
影響は複合的であり、震災以前からの制度の
欠陥や矛盾を問う必要があらためて示され
た。 
以上から、「被災の影響」の因果関係はも

ちろんであるが、「災害」によって「日常」
が変化することで、一層見えてくる障害、高
齢、母子、貧困の影響などを抽出し、社会保
障制度のあり方を考える契機として議論し
ていくことの必要性も示唆された。 
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座談会 
日時：2014 年 9月 13 日（土）13 時～16 時 
タイトル：「震災・原発事故の経験を当事者
として考える、座談会」 
場所：市民フロア 横浜新都市ビル（そごう
横浜店）9階 No.3 ルーム 
 
座談会 
日時： 2014 年 9月 14 日(日)14 時～16 時 30
分 
タイトル：「障害をもつ当事者による 支援活
動を考える－東日本大震災、それから－」 
場所：愛知大学名古屋キャンパス L 講義等
1101 ゼミ室 
プログラム： 
講演 平下耕三（自立生活夢宙センター代
表） 
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ハブ スクエア大阪 
主催：東日本大震災後の生活再建支援研究グ
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要」 
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西学院大学）「いわき市仮設住宅住民調査報
告」 
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自由記述報告」 
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3．西野淑美（東洋大学）「釜石の地域特性と
住宅再建への住民の語り―震災前の地域移
動調査と震災後の A町内会追跡調査から―」 
コメンテーター：齊藤康則（東北学院大学） 
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